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Ⅰ は じ め に
法制審議会は，法務大臣から民法 (債権関係) の見直しに関する諮問を
受けて，2009年 (平成21年) 10月28日に開催された第160回会議で民法
(債権関係) 部会を設置して調査審議を開始した。その後，民法 (債権関
係) 部会では，2011年 (平成23年) 4 月12日開催の第26回会議において
「民法 (債権関係) の改正に関する中間的な論点整理」が決定され，次い
で2013年 (平成25年) 2 月26日開催の第71回会議で「民法 (債権関係) の
改正に関する中間試案」が決定されて，それぞれパブリック・コメントの
手続が採られた。そして，民法 (債権関係) 部会では，これらを踏まえて，
2014年 (平成26年) 8 月26日開催の第96回会議で「民法 (債権関係) の
改正に関する要綱仮案」が決定され，2015年 (平成27年) 2 月10日の第99
回会議で，これを基にした「民法 (債権関係) の改正に関する要綱案」が
最終的に決定された。
法制審議会は，民法 (債権関係) 部会の審議結果の報告を受けて，2015
年 (平成27年) 2 月24日開催の第174回会議において，原案どおりの内容
で「民法 (債権関係) の改正に関する要綱」を採択して法務大臣に答申し
た。そして，同年 3 月31日，第189回国会に「民法の一部を改正する法律
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案」および「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に
関する法律案」が提出された。この 2 つの法律案は，法務省において，
法制審議会の答申に基づき，関係法律の整備等に関する検討をも踏まえて
立案されたものである。しかし，第189回国会では，いわゆる安保関連法
案の審議に多大の時間が費やされたために, 上記 2 つの法律案の審議に
入ることができず，継続審議となった。そして，2016年 (平成28年) 1
月 4日から始まった第190回国会で審議される予定になっている。
この民法改正については，これまで民法研究者の間でも賛否両論があり，
様々な議論が闘わされてきた。しかし，民法の改正法案が国会に提出され，
その成立がほぼ確実視されている現在においては，民法改正に反対か賛成
かという議論よりも，むしろ民法改正法案の内容を検討し，その問題点を
明らかにすることが重要であると考えられる。上記の「民法の一部を改正
する法律案」では，法律案提出の理由として,「消滅時効の期間の統一化
など時効に関する規定の整備，法定利率を変動させる規定の新設，保証人
の保護を図るための保証債務に関する規定の整備，定型約款に関する規定
の新設など」が述べられている。しかし，公表されている民法改正法案を
見れば，これらに留まらず，民法財産法全般について大小に及ぶ様々な改
正がなされている｡ 民法は広く国民の市民生活を規律する一般法であるこ
とを考えるならば, 民法改正によってその市民生活に無用なトラブルが生
じないようにすることが肝要である｡ そのためには, 国民の理解を得るよ
うに改正法案の内容を分かりやすく説明し, その問題点を明らかにしてい
くことが必要である｡
以上のような問題意識から, 本稿は, まず手始めに債権者代位権と詐害
行為取消権を取り上げて, 改正法案で示されているこれら 2 つの制度の
内容を明らかにしようとするものである｡ そこで, 改正法案における債権
者代位権と詐害行為取消権の概要を述べたあと (Ⅱ・Ⅲ)，これらの制度
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に関する改正法案の内容について若干の検討を行う (Ⅳ)。
Ⅱ 民法改正法案における債権者代位権の概要
債権者代位権に関する条文数は，現行法ではわずか 1 か条しかないが，
改正法案では枝番号の条文も含めて全部で 7 か条に増えている。これら
の条文を基に改正法案の定める債権者代位権の概要を述べれば，次のよう
である。
1 意 義
債権者代位権とは，債権者が自己の債権を保全するため必要があるとき
に，債務者に属する権利 (被代位権利) を債務者に代わって行使すること
ができる権利をいう (改正法案423条 1項本文－以下では単に改正法案の
条文番号のみを示す)。すなわち，債権者が自己の債権の実現を図るため
に，債務者に代わって債務者の第三者に対する財産権を行使して，債務者
の責任財産を保全することができる権利である。この債権者代位権は，２
で述べる詐害行為取消権とともに，本来は，債権者が強制執行をかける準
備として債務者の責任財産を保全することを目的としたものである。もっ
とも，今日では，債権者代位権は債務者の責任財産の保全以外の目的のた
めにも用いられており，この場合は債権者代位権の転用と呼ばれている。
2 債権者代位権の要件
債権者代位権の要件は，第 1 に，債権保全の必要があること (423条 1
項本文)，第 2 に，債務者がまだ自己の権利を行使していないこと，第 3
に，被代位権利が債務者の一身専属権および差押えを禁じられた権利でな
いこと (同項ただし書)，第 4 に，被保全債権が履行期にあること (423
条 2 項本文) である。以下では，これら 4 つの要件について，簡単に見
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ていくことにする。
 債権保全の必要性
債権者代位権の第 1 の要件は，債権保全の必要性があることである。
すなわち，債権者は,「自己の債権を保全するため必要があるときは｣，債
権者代位権を行使することができる (423条 1 項本文)。この債権保全の
必要性の意味については，従来の議論によれば，まず被保全債権が金銭債
権である場合には，債務者の無資力を意味する。次に，被保全債権が特定
の債権 (登記請求権や不動産賃借権など) である場合，すなわち債権者代
位権の転用の場合には，債権者代位権を認めないと債権者の特定の債権が
実現されないときに，債権保全の必要性があると判断されることになる。
(１)
そして，改正法案は，被保全債権が強制執行によって実現できないもの
であるときは，債権者代位権を行使できないと規定している (423条 3項)。
これは，強制執行によって実現できない債権を保全するために強制執行の
準備を目的とする債権者代位権を行使するのは不適切であるという理由に
よるものである。
(２)
 債務者の権利不行使
債権者代位権の第 2 の要件は，債務者がまだ自己の権利を行使してい
ないことである。債権者代位権は，債務者が第三者に対する権利を行使し
ていない場合に，債権者が代わってその権利を行使するものである。なぜ
なら，債務者が自ら権利を行使しているにもかかわらず債権者代位権の行
使を許すと，債務者に対する不当な干渉になるからである。
(３)
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(１) 松井宏興『債権総論』95頁 (成文堂，2015年)。
(２) 潮見佳男『民法 (債権関係) の改正に関する要綱仮案の概要』64頁
(金融財政事情研究会，2014年)。
(３) 松井・前注(１)96頁。
 被代位権利の要件
債権者代位権の第 3 の要件は，被代位権利に関するものである。すな
わち，被代位権利が債務者の一身に専属する権利 (債務者の一身専属権)
および差押えを禁じられた権利でないことである (423条 1 項ただし書)。
一身専属権には，①権利を行使するかどうかが権利者の自由な意思に委
ねられていて，他人が行使できない行使上の一身専属権と，②権利者にの
み帰属し，譲渡や相続できない帰属上の一身専属権 (896条ただし書参照)
とがある。そして，改正法案423条 1 項ただし書の一身専属権は，前者の
行使上の一身専属権を指す。というのは，行使上の一身専属権を代位行使
することは，権利者である債務者の意思決定に対する干渉になるからであ
る。
(４)
また，差押えを禁じられた債権が被代位権利にならないのは，全部ま
たは一部について差押えが禁止されている債権 (給料債権や恩給受給権な
ど〔民執152条，恩給11条など]) は，差押禁止の部分について債務者の
責任財産を構成しないので，責任財産保全のための債権者代位権行使の対
象とならないからである。
(５)
従来の学説の見解を採り入れたものである。
 被保全債権の履行期の到来
債権者代位権の第 4 の要件は，被保全債権が履行期にあることである
(423条 2 項本文)。履行期前のため自己の債権を行使できない債権者が，
他人である債務者の権利を債権者代位権によって行使できるのはおかしい
からである。
(６)
ただし，保存行為については，例外的に履行期前の債権者代
位権の行使が許される (同項ただし書)。保存行為は，債務者の財産の減
少を防ぐ行為，すなわち債務者の財産の現状を維持する行為であり (たと
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(４) 松井・前注(１)97頁。
(５) 松井・前注(１)98頁，潮見・前注(２)63頁。
(６) 中田裕康『債権総論第三版』210頁 (岩波書店，2013年)，松井・前注
(１)98頁。
えば，債務者の権利の消滅時効中断行為や債務者の未登記不動産について
の所有権登記の申請行為など)，それは債務者の不利益にならないし，急
を要することが多いので，履行期前であっても代位行使できるとされてい
る。なお，現行民法423条 2 項本文が定めていた裁判上の代位は削除され
ている。それは，裁判上の代位による債権者代位権行使の実例がこれまで
存在せず，また，わが国では保全処分の制度が充実しているので，裁判上
の代位によって被保全債権を保全する必要性が乏しいと考えられたからで
ある。
(７)
3 債権者代位権の行使
 代位行使の範囲
債権者代位権は，債権の保全のために債務者の財産管理に対して干渉す
るものであるから，代位行使の範囲は，債権保全に必要な範囲に限られる。
そのため，債権者は，被代位権利を行使する場合において，被代位権利の
目的が可分であるときは，自己の債権額の限度においてのみ被代位権利を
行使することができる (423条の 2 )。この規定は，判例 (最判昭44・6・
24民集23巻 7 号1079頁)・学説に従ったものである。たとえば，代位債権
者の被保全債権額が500万円であれば，債務者の1000万円の金銭債権を代
位行使する場合，代位債権者は第三債務者に対して500万円分の支払いし
か請求することができない。
 請求の内容
被代位権利が金銭債権または動産の引渡債権である場合には，代位債権
者は，相手方 (被代位権利の債務者) に対して，代位債権者自身への直接
の支払いや引渡しを請求することができる (423条の 3 前段)。この規定
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(７) 潮見・前注(２)64頁。
も，判例 (大判昭10・3・12民集14巻482頁－金銭債権の代位行使)・学説
に従ったものである。代位債権者は，相手方に対して，債務者への金銭の
支払いや動産の引渡しを請求できるが，代位債権者への直接給付の請求を
認めないと，債務者が相手方から給付目的物を受領しないときには，代位
権行使の目的が達成されないことになるからである。そして，相手方が代
位債権者に対して金銭の支払いや動産の引渡しをしたときは，被代位権利
は消滅する (423条の 3後段)。
代位債権者が金銭の支払いを受けた場合，代位債権者は，相手方から受
領した金銭を債務者に返還する債務 (不当利得による返還義務) を負う。
なぜなら，債権者代位権は，本来総債権者のために債務者の責任財産を保
全する制度であり，総債権者のために債権者代位権が行使されるものと解
されているからである。しかし，この場合被保全債権が金銭債権であると
きは，代位債権者は自己の金銭債権を自働債権として債務者の金銭返還請
求権 (受働債権) と相殺することができる (通説)。したがって，債権者
代位権を行使した債権者は，事実上優先弁済を受けることとなる。
代位債権者が動産の引渡しを受けた場合にも，代位債権者は，引渡しを
受けた動産を債務者に返還しなければならない。そして，代位債権者が引
渡しを受けた目的動産から弁済を受けるためには，その物に対して強制執
行の手続をとることが必要となる。
なお，被代位権利が不動産の引渡債権である場合には，相手方から債務
者への明渡しと登記名義の移転ができれば十分であるから，代位債権者へ
の引渡請求を認める必要はないと解されている。
(８)
ただし，不動産賃借人に
よる妨害排除請求権の代位行使の場合 (債権者代位権の転用の場合) には，
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(８) 平野裕之『債権総論』306頁 (信山社，2005年)，松井・前注(１)103
頁。
代位債権者 (賃借人) への引渡請求が認められる。
 債権者代位権行使の相手方の抗弁
債権者が被代位権利を行使した場合，相手方は，債務者に対して主張す
ることができる抗弁をもって，代位債権者に対抗することができる (423
条の 4 )。この規定は，現行法における学説に従ったものである。代位債
権者が被代位権利を行使する場合，行使の相手方は，債務者自らが権利行
使する場合と比べて不利な地位におかれるべきではないので，相手方は，
債務者に対して持っているすべての抗弁 (権利消滅・相殺・同時履行の抗
弁など) を代位債権者に対しても主張できると解されている。
 債務者の処分権
債権者代位権が行使された場合，従来の判例・通説は，被代位権利につ
いて債務者の処分権が制限されると解していた。
(９)
すなわち，債権者が債権
者代位権の行使を債務者に通知するか，債務者がこれを知った後は，債務
者は権利を処分できない (最判昭48・4・24民集27巻 3 号596頁)。これに
対し，改正法案は，債権者が被代位権利を行使した場合であっても，債務
者は，被代位権利について自ら取立てその他の処分をすることができ，相
手方も，債務者に対して履行することができると規定して (423条の 5 )，
従来の判例・通説の見解を採らなかった。債権者が債務者の権利を代位行
使しても差押えと同様の効果 (処分禁止の効果－民執145条参照) が生じ
るわけではないので，代位債権者からの通知や訴訟告知がなされても，債
務者の処分権限は影響を受けないというのが，その理由である。
(10)
したがっ
て，債権者代位権が行使されていても，債務者は相手方に対して権利行使
ができるし，相手方も債務者に履行することができ，債務者が相手方から
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(９) 中田・前注(６)217頁。
(10) 潮見・前注(２)66頁。
の履行を受領すれば，当該債権は消滅する。
 債権者代位訴訟における訴訟告知
債権者代位権は，裁判外でも裁判上でも行使することができる。そして，
債権者代位権を裁判上行使したとき，すなわち債権者代位訴訟を提起した
ときは，債権者は，遅滞なく債務者に対し訴訟告知をしなければならない
(423条の 6 )。この規定は，債権者代位訴訟を提起した債権者に，債務者
に対する訴訟告知を義務づけるものである。債権者代位訴訟を提起する債
権者は法定訴訟担当の地位にあり (民訴115条 1 項 2 号参照)，代位訴訟
の判決の効力が債務者に及ぶことから (判例・通説)，債務者に対する訴
訟告知を義務づけて，債務者が代位訴訟に関与する機会を保障した。
4 債権者代位権の転用
 意 義
債権者代位権の転用とは，債務者の責任財産の保全以外の目的で債権者
代位権が行使される場合をいう。この場合には，責任財産の保全が目的で
はないので，債務者の無資力は要件とされない。
 債権者代位権の転用に関する規定
改正法案では，債権者代位権の転用に関する規定として，新しく登記ま
たは登録の請求権の代位行使について明文の規定が設けられた。すなわち，
登記または登録をしなければ権利の得喪および変更を第三者に対抗できな
い財産を譲り受けた者は，譲渡人が第三者に対して有する登記手続または
登録手続の請求権を行使しないときは，その権利を行使することができる，
というものである。(423条の 7 )。
なお，改正法案は，規定のない転用事例を否定するものではなく，登記
または登録の請求権の代位行使以外の転用事例については，判例・学説の
解釈に委ねられている。
(11)
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Ⅲ 改正法案における詐害行為取消権の概要
詐害行為取消権の条文数は，現行法ではわずか 3 か条にすぎないが，
改正法案では枝番号の条文も含めて全部で14か条であり， 4 倍を超えた
数になっている。これらの条文を基に改正法案の規定する詐害行為取消権
の概要を示せば，次のようである。
1 意 義
詐害行為取消権とは，債務者が債権者を害することを知ってした行為の
取消しを裁判所に請求することができる債権者の権利をいう (424条 1 項
本文)。すなわち，詐害行為取消権は，債務者が第三者との間で行った行
為を取り消して，その行為によって生じた責任財産の減少を回復させるこ
とができる権利であり，債務者の責任財産の減少を防止するためのもので
ある。
2 詐害行為取消権の要件
詐害行為取消権の要件は，第 1に，債務者が債権者を害することを知っ
て行為をしたこと (424条 1 項本文)，第 2 に，詐害行為によって利益を
受けた者 (受益者) が行為の時に債権者を害することを知っていたこと
(同項ただし書参照)，第 3 に，被保全債権が詐害行為前の原因に基づい
て生じたものであること (424条 3 項) である。以下では，それぞれの要
件について簡単に述べることにする。
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(11) 潮見・前注(２)68頁。
 債務者の詐害行為の存在
 序 説
詐害行為取消権の対象は，債務者が債権者を害することを知って行った
行為 (詐害行為) である (424条 1 項本文)。現行法では「法律行為」が
取消しの対象となっているが (現行民法424条 1 項本文)，解釈によって
法律行為でないもの (たとえば弁済) も詐害行為取消権の対象になってい
るので，それを考慮して改正法案では「行為」としている。
(12)
債務者の行為が詐害行為に当たるかどうかの要件は，①債務者の行為が
「債権者を害する」行為であること (行為の詐害性－客観的要件)，およ
び②「債務者が債権者を害することを知って」いること (債務者の詐害意
思－主観的要件) の 2 つである。そして，債務者の行為が詐害行為に当
たるかどうかについては，これら 2 つの要件を切り離して別々に検討す
るのではなく，これらを相関的または総合的に判断すべきだとする見解が
現在の学説では支配的である。たとえば，贈与のような詐害性が大きい行
為では，債務者の詐害意思が単純な悪意であっても詐害行為と評価され，
弁済のような詐害性が小さい行為では，債務者の詐害意思が害意であれば
詐害行為と評価される。しかし，以下では行為の詐害性と債務者の詐害意
思に分けて説明する。
 行為の詐害性
詐害行為取消権の対象となる行為は，債権者を害するもの (詐害性のあ
るもの) でなければならない。債権者を害するとは，債務者の行為によっ
て債務者の責任財産が減少し，債権者の債権が満足を得られなくなること，
言い換えれば，債務者の行為によって債務者が無資力になることをいう。
既に無資力状態にある債務者がさらに責任財産を減少させる行為を行った
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(12) 潮見・前注(２)69頁。
場合も，同様に債権者を害することになる。
なお，詐害行為取消権の対象となる行為は，財産権を目的とする行為で
なければならない (424条 2 項)。詐害行為取消権は債務者の責任財産を
保全するための制度であり，責任財産を構成する財産権を目的とする行為
が詐害行為取消権の対象となるからである。
 債務者の詐害意思
債務者の詐害意思とは，債務者が債権者を害することを知っていること
である。しかし，この債務者の詐害意思が悪意でよいかどうかは，行為の
詐害性との相関的または総合的判断によって決まる。債務者の詐害意思は，
行為時に存在することが必要である。
 受益者の悪意
詐害行為取消権を行使できるためには，受益者が行為の当時，債務者の
行為が債権者を害することを知っていたこと (悪意) が必要である。受益
者とは，債務者の行為によって利益を受けた者，すなわち，詐害行為取消
権の対象となる行為の相手方をいう。受益者の悪意については，債権者を
害する意図は必要でなく，債権者を害することを認識しておればよい。受
益者は自己の善意を主張・立証できれば，詐害行為取消権の行使を免れる
ことができる (424条 1 項ただし書)。これは現行法の解釈と同じである。
 詐害行為前の原因による被保全債権の発生
 被保全債権の種類
詐害行為取消権の制度趣旨は債務者の責任財産を保全することであるか
ら，被保全債権は，債務者の責任財産から満足を受ける金銭債権が想定さ
れている。このことから金銭債権以外の債権が被保全債権になりうるかど
うかが問題となるが，これについては改正法案には規定がなく，従来の解
釈に委ねられている。その詳細はここでは省略するが，判例 (最大判昭36・
7・19民集15巻 7 号1875頁－特定物債権)・学説は，金銭債権以外の債権
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が被保全債権になるのではなく，金銭債権以外の債権であっても債務不履
行によって損害賠償債権 (金銭債権) に代わるので，それが被保全債権に
なると解している。
(13)
さらに，強制執行によって実現できない債権は，被保全債権になること
ができない (424条 4 項)。執行力を欠く債権を保全するために強制執行
の準備目的で詐害行為取消権を行使するのは不適切であるからである。
(14)
 被保全債権の発生時期
被保全債権は詐害行為前の原因に基づいて発生していなければならない
(424条 3 項)。詐害行為前の原因によって被保全債権が発生した場合には，
債権者は，詐害行為によって減少する前の責任財産からの債権回収を当然
に期待しているからである。被保全債権は詐害行為より前に発生していな
ければならないとする現行法下の判例 (最判昭33・2・21民集12巻 2号341
頁) を基に，被保全債権になることのできる債権の範囲を広げたものと解
される。
 詐害行為の類型に関する特則
 相当な対価を得て行った財産の処分行為
相当な対価を得て行った財産の処分行為とは，たとえば時価3000万円
の土地を2900万円で売却したように，不動産を相当な価格で売却した場
合である。この相当な対価を得て行った財産の処分行為は，原則として詐
害行為にならないが，処分行為が次の 3 つの要件のすべてに該当する場
合には，例外的に詐害行為取消権の対象になる。第 1 に，当該行為が，
不動産の金銭への換価その他の当該処分による財産の種類の変更により，
債務者において隠匿，無償の供与その他の債権者を害することとなる処分
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(13) 松井・前注(１)113頁以下。
(14) 潮見・前注(２)71頁。
(隠匿等の処分) をするおそれを現に生じさせるものであること，第 2 に，
債務者が当該行為の当時，対価として取得した金銭その他の財産について，
隠匿等の処分をする意思を有していたこと，第 3 に，受益者が当該行為
の当時，債務者が隠匿等の処分をする意思を有していたことを知っていた
ことである (424条の 2 )。
第 1 の要件は行為の詐害性に，第 2 の要件は債務者の詐害意思に，そ
して第 3 の要件は受益者の悪意にかかわるものである。この改正法案424
条の 2 は，破産法161条と同様の枠組みを採用して，破産法上の否認権の
法理との連続性・同質性を確保したものである。
(15)
相当な対価による不動産の売却については，判例は，不動産を売却して
消費や隠匿などのしやすい金銭に換えることは債務者の資力を削減する可
能性が生じるので，原則として詐害行為取消権の対象になるが (大判明39・
2・5 民録12輯136頁，大判明44・10・3 民録17輯538頁，大判大 7・9・26
民録24輯1730頁など)，売却代金を債務の弁済や家族の生活費などの有用
の資金に充てる目的で不動産を売却した場合には，例外的に対象にならな
いとしている (大判大 6・6・7 民録23輯932頁，最判昭41・5・27民集20
巻 5 号1004頁など)。改正法案は，この判例法理と逆の考え方を採ってお
り，民法改正が成った場合には，判例の変更が生じることになろう。
 特定の債権者に対する担保供与等
 特定の債権者に対する担保供与行為や債務消滅行為
特定の債権者に対する既存債務のための担保供与行為や弁済などの債務
消滅行為は，原則として詐害行為にならないが，これらの行為が次の 2つ
の要件のすべてに該当する場合には，例外的に詐害行為取消権の対象にな
る。第 1 に，当該行為が, 債務者の支払不能の時に行われたこと，第 2
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(15) 潮見・前注(２)7172頁。
に，当該行為が, 債務者と受益者が通謀して他の債権者を害する意図で行
われたことである (424条の 3第 1項)。
第 1 の要件は，行為の詐害性に係わるものであるが，これについては，
債務者が支払不能状態にある場合には債権者間の平等を確保すべきことに
着目し，特定の債権者に対する担保供与行為や弁済などの債務消滅行為が
債務者の支払不能状態の時になされたことを詐害行為取消権の客観的要件
として，基本的に破産法162条 1 項 1 号と同様の規律を採用した。
(16)
第 2 の要件は，債務者の詐害意思と受益者の悪意に係わるものである。
これは，特定の債権者に対する弁済に関するこれまでの判例 (最判昭33・
9・26民集12巻13号3022頁など) の見解を採用し，詐害行為取消権の行使
のためには主観的要件として債務者と受益者との間に通謀的害意のあるこ
とを必要としたものである。
 債務者の義務に属さない担保供与行為や債務消滅行為
既存債務のための担保供与行為や債務消滅行為が債務者の義務に属さな
い場合 (たとえば特約によらない担保権の設定や代物弁済)，またはその
時期が債務者の義務に属さない場合 (たとえば期限前弁済) についても，
原則として詐害行為にならないが，当該行為が次の 2 つの要件のすべて
を満たすときには，例外的に詐害行為取消権の対象になる。第 1 に，当
該行為が，債務者が支払不能になる前30日以内に行われたこと，第 2 に，
当該行為が，債務者と受益者が通謀して他の債権者を害する意図で行われ
たことである (424条の 3第 2項)。
第 1 の要件は，破産法162条 1 項 2 号と同様の規律を採用して，の場
合よりも行為の詐害性要件を緩和して，行為が詐害行為取消権の対象とな
る場合を広げたものである。第 2 の要件は，債務者の詐害の意思と受益
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(16) 潮見・前注(２)7374頁。
者の悪意に係わるものである。
 過大な代物弁済等
たとえば債務者Ｓが債権者Ａとの間で評価額1500万円の土地で800万円
の貸金債務を代物弁済することについて合意してＡに所有権移転登記をし
た場合のように，債務者による債務消滅行為であって，受益者の受けた給
付の価格が当該行為によって消滅した債務額よりも過大である場合には，
改正法案424条の要件に該当するときは，債権者は，消滅した債務額に相
当する以外の部分について詐害行為取消権を行使することができる (424
条の 4 )。したがって，上述の例の場合，他の債権者Ｇは，受益者Ａの受
けた給付の価格のうちの消滅した債務額に相当する以外の額，すなわち
1500万円から800万円を差し引いた700万円について (一部) 取消しを求
めることができる。
上記の「改正法案424条の要件に該当する」という文言については，特
に債務者の詐害意思と受益者の悪意が問題になろう。なお，代物弁済が改
正法案424条の 3 第 2 項の 2 つの要件を満たす場合には，それが過大であ
るかどうかを問わず，代物弁済全体を取り消すことができる。
(17)
 転得者に対する詐害行為取消権
転得者とは，受益者に移転した財産を受益者から取得した者，およびそ
の者からさらに当該財産を取得した者をいう。改正法案は，この転得者に
対する詐害行為取消権の要件を別に定めている(424条の 5 )。
まず，①債権者が受益者に対して詐害行為取消権を行使できる場合であ
ることが必要である。次に，②転得者が受益者から転得した場合には，当
該転得者が，転得の当時債務者の行為が債権者を害することを知っていた
こと，または，③転得者が他の転得者から転得した場合には，すべての転
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(17) 潮見・前注(２)75頁。
得者が，それぞれの転得の当時，債務者の行為が債権者を害することを知っ
ていたことが必要である。
上記の①の場合とは，債務者の行為の詐害性，債務者の詐害意思および
受益者の悪意が存在する場合である。したがって，①と②または①と③の
要件から，転得者に対して詐害行為取消権を行使できるためには，少なく
とも受益者と転得者が共に悪意であることが必要とされる。受益者が善意
で転得者が悪意の場合に詐害行為取消権の行使が認められるかどうかにつ
いて，これまで肯定説と否定説の対立が見られたが，
(18)
民法が改正された場
合には詐害行為取消権の行使は否定されることになる。
転得者の悪意とは，債務者の行為が債権者を害することを知っているこ
とであり，受益者が悪意であることを知っていることは必要でない。改正
法案では，転得者の悪意については，取消債権者が主張・立証責任を負う。
これは，現行法の解釈の変更である。
3 詐害行為取消権の行使
 行使の方法と取消請求の内容
 詐害行為取消権の行使方法
詐害行為取消権は，訴えの方法で行使する (424条 1 項)。そして，債
権者代位権と異なり，裁判上の行使しかできない。訴えの相手方 (被告)
は，①受益者に対する詐害行為取消請求の訴えでは，受益者であり (424
条の 7 第 1 項 1 号)，②転得者に対する詐害行為取消請求の訴えでは，転
得者である (同項 2号)。
この改正法案424条の 7 第 1 項の反対解釈として，債務者は被告になら
ない。これは，現行法下の判例・多数説に従ったものである。そして，債
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(18) 松井・前注(１)122頁。
権者は，詐害行為取消請求の訴えを提起したときは，遅滞なく債務者に訴
訟告知をしなければならない (424条の 7 第 2 項)。債務者は被告になら
ないが，詐害行為取消請求を認容する確定判決の効力が債務者に及ぶので
(425条)，債務者に対する手続保障を図るために，債権者に訴訟告知義務
を課した。
(19)
 取消請求の内容
取消請求の内容は，①受益者に対する詐害行為取消請求では，債務者の
行為の取消しとともに，受益者に移転した財産の返還請求，または，受益
者の財産の返還が困難なときは価額の償還請求である (424条の 6第 1項)。
②転得者に対する詐害行為取消請求では，債務者の行為の取消しとともに，
転得者が転得した財産の返還請求，または，転得者の財産の返還が困難な
ときは価額の償還請求である (424条の 6 第 2 項)。したがって，詐害行
為取消請求は，詐害行為の取消しとともに詐害行為の目的物または価額の
返還請求であり，これは現行法下の詐害行為取消権の法的性質に関する折
衷説と同じ考え方に立つものである (これについてはⅣ 2で触れる)。
 取消しの範囲
詐害行為の目的が可分である場合には，債権者は自己の債権額の限度で
のみ行為の取消しを請求することができる (424条の 8 第 1 項)。また，
債権者が価額の償還を請求する場合 (424条の 6 第 1 項後段・第 2項後段
の場合) には，債権者は自己の債権額の限度でのみ行為の取消しを請求す
ることができる (424条の8第 2項)。これは，現行法下の判例 (大判大9・
12・24民録24輯2064頁など) に従ったものである。これに対し，詐害行
為の目的が不可分である場合 (たとえば不動産の譲渡契約) については，
改正法案に規定はない。しかし，現行法におけると同様に，その価額が債
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(19) 潮見・前注(２)78頁。
権者の債権額を超える場合であっても，その行為全体を取り消すことがで
きると解されよう (最判昭30・10・11民集 9巻11号1626頁など)。
 債権者への支払いまたは引渡し
債権者が受益者または転得者に対して財産の返還を請求する場合におい
て，その返還請求が金銭の支払請求または動産の引渡請求であるときは，
債権者は，受益者に対してその支払いまたは引渡しを，転得者に対してそ
の引渡しを，自己に対してすることを求めることができる (424条の 9 第
1 項前段)。これは，現行法下の判例 (大判大10・6・18民録27輯1168頁
―金銭の支払いの場合，最判昭39・1・23民集18巻 1 号76頁―動産の引渡
しの場合) に従ったものである。そして，返還を求める財産が金銭の場合
には，上述の改正法案424条の 8 と相まって，取消債権者は，受け取った
金銭を債務者に返還する債務 (不当利得返還債務) と自己の金銭債権とを
相殺することができる。
(20)
それ故，この場合には取消債権者は事実上の優先
弁済を受けることになる。
受益者または転得者は，債権者に金銭の支払いまたは動産の引渡しをし
たときは，債務者に対する支払義務または引渡義務を免れる (424条の 9
第 1 項後段)。債権者が受益者または転得者に対して価額の償還を請求す
る場合 (426条の 6 第 1 項後段または第 2 項後段) についても，改正法案
424条の 9第 1項と同様とされる (429条の 9第 2項)。
 詐害行為取消権の期間制限
詐害行為取消請求の訴えは，債務者が債権者を害することを知って行為
をしたことを債権者が知った時から 2 年経過したときは，提起すること
ができない (426条前段)。また，行為の時から10年を経過したときも，
提起することができない (同条後段)。この規定は，現行規定の期間の意
論
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(20) 潮見・前注(２)79頁。
味を消滅時効期間 (現行民法426条前段) および除斥期間 (同条後段) か
ら出訴期間に改めるとともに，長期の期間を20年から10年に短縮した。
そして， 2 年の期間の起算点に関する「債務者が債権者を害することを
知って行為をしたことを債権者が知った時」という定めは，現行法下の判
例 (最判昭47・4・13判時669号63頁) に従ったものである。
(21)
4 詐害行為取消権行使の効果
 認容判決の効力が及ぶ者の範囲
詐害行為取消請求を認容する確定判決は，債務者およびそのすべての債
権者に対しても効力を有する (425条)。改正法案は，この規定により詐
害行為取消請求の認容判決の効力が被告でない債務者にも及ぶとした点で，
現行法における解釈を大きく変更した。
(22)
すなわち，改正法案は取消しの相
対的無効という考え方を否定して，債務者およびすべての債権者との関係
で，取消しにより詐害行為が無効になることをこの規定で明らかにしてい
る。
これに対し，転得者に対する詐害行為取消しの効果は，債務者のほかに
当該転得者に及ぶが，当該転得者の前者 (受益者や当該転得者の前の転得
者) には及ばない。そのため，当該転得者が債務者に現物返還や価額償還
をした場合でも，当該転得者は，自己の前者に対する反対給付の返還や債
権の回復を求めたりすることができない。そこで，改正法案425条の 4 が
特別に転得者の権利を規定している (これについては，後述を参照)。
 受益者の権利
債務消滅行為を除く債務者の財産処分行為が取り消された場合，受益者
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298(298) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(21) 松井・前注(１)126頁。
(22) 潮見・前注(２)80頁。
は，債務者に対し，財産取得のためにした反対給付の返還を請求すること
ができる (425条の 2 前段)。債務者が反対給付を返還することが困難で
あるときは，受益者は，その価額の償還を請求することができる (同条後
段)。この条文は，債務消滅行為を除く債務者の財産処分行為が受益者と
の関係で取り消された場合における，債務者に対する受益者の反対給付返
還請求権または価額償還請求権を規定したものである。すでに述べたよう
に，改正法案425条により取消しによる詐害行為の無効の効力は債務者に
も及ぶので，受益者は，債務者の不当利得として反対給付の返還または価
額の償還を請求できることになる。
たとえば，①Ｓが所有の甲動産 (評価額300万円) をＤに150万円で売
却したところ，Ｓの債権者Ｇがこの売買契約を詐害行為として取り消すこ
とと甲の引渡しを求めて訴えを提起し，これが認められた場合において，
受益者ＤがＧに甲を引き渡したときには，Ｄは，債務者Ｓに対し代金150
万円 (反対給付) の返還を請求することができる (425条の 2 前段)。ま
た，②ＳとＤがＳの所有する甲動産 (評価額300万円) とＤの所有する乙
動産 (評価額150万円) を交換する契約を締結したが，その後乙はＳのも
とで消滅し，そしてＳの債権者Ｇがこの交換契約を詐害行為として取り消
すことと甲の引渡しを求めて訴えを提起し，これが認められた場合におい
て，ＤがＧに甲を引き渡したときには，Ｄは，Ｓに対し乙の価額150万円
の償還を請求することができる (425条の 2後段)。
(23)
なお，改正法案425条の2は，受益者の反対給付の返還請求または価額
の償還請求については，受益者が詐害行為により逸出した財産またはその
価額を取消債権者または債務者に返還または償還することが先履行になる
ことを前提にしている。
(24)
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(23) 例は，潮見・前注(２)8182頁による。
 受益者の債権の回復
債務者の債務消滅行為 (例えば代物弁済) が取り消された場合 (424条
の 4 により取り消された場合を除く) において，受益者が債務者から受
けた給付を返還しまたはその価額を償還したときは，受益者の債務者に対
する債権は回復する (425条の 3 )。これは，破産法169条と同じ趣旨の規
定であり，現行法下の判例 (大判昭16・2・10民集20巻79頁) でもある。
そして，債権の回復と受益者の給付返還または価額償還の義務との間には
同時履行の関係はなく，受益者が給付または価額の全部を返還または償還
することが先履行である。
(25)
 転得者の権利
債務者の行為が転得者に対する詐害行為取消請求によって取り消された
場合，転得者は，次の各号の区分に応じて，当該各号に定める権利を行使
することができる。ただし，転得者がその前者から財産を取得するために
した反対給付またはその前者から財産を取得することによって消滅した債
権の価額を限度とする (425条の 4 )。第 1 は，債務消滅行為を除く債務
者の財産処分行為が取り消された場合である。この場合には，転得者は，
その行為が受益者に対する詐害行為取消請求によって取り消されたとすれ
ば生ずべき受益者の債務者に対する反対給付の返還請求権またはその価額
の償還請求権を行使することができる (425条の 2 第 1 号)。第 2 は，債
務者の債務消滅行為が取り消された場合である (424条の 4により取り消
された場合を除く)。この場合には，転得者は，その行為が受益者に対す
る詐害行為取消請求によって取り消されたとすれば改正法案425条の 3 に
より回復すべき受益者の債務者に対する債権を行使することができる
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(24) 潮見・前注(２)82頁。
(25) 潮見・前注(２)83頁。
(425条の 2第 2号)。
たとえば，①Ｓが所有の甲動産 (評価額300万円) をＤに200万円で売
却し，さらにＤが甲をＥに150万円で売却したところ，Ｓの債権者Ｇが転
得者Ｅを相手に，ＳＤ間の売買契約を詐害行為として取り消すことと甲の
引渡しを求めて訴えを提起し，これが認められた場合において，転得者Ｅ
が債権者Ｇに甲を引き渡したときには，Ｅは，債務者Ｓに対し，200万円
ではなく150万円の返還を請求することができる (425条の 2 第 1 号)。ま
た，②Ｓが債権者Ｄに対し，200万円の乙金銭債権の代物弁済として自己
所有の甲動産 (評価額300万円) を譲渡し，さらにＤが甲をＥに150万円
で売却したところ，Ｓの他の債権者Ｇが転得者Ｅを相手に，ＳＤ間の代物
弁済契約を詐害行為として取り消すことと甲の引渡しを求めて訴えを提起
し，これが認められた場合において，転得者Ｅが債権者Ｇに甲を引き渡し
たときには，Ｅは，債務者Ｓに対し，200万円ではなく150万円の範囲で
乙金銭債権を行使することができる (425条の 2第 1号)。
債務者の行為が転得者との関係で詐害行為として取り消されたとき，転
得者は，詐害行為によって受益者から得た財産またはその価額を取消債権
者または債務者に返還することになる。しかし，転得者に対する詐害行為
取消しの効果は，転得者の前者には及ばないので，転得者が取消債権者ま
たは債務者に現物の返還または価額償還をしても，前主に対する反対給付
の返還請求や債権の回復は認められない。そのため，転得者は一方的に不
利な地位に置かれる。そこで，改正法案425条の 4 は，債務者と受益者間
の行為が転得者に対する詐害行為取消権の行使によって取り消された場合
に，転得者の前者に対する反対給付または債権の価額を限度に，受益者の
債務者に対する反対給付の返還請求権や価額の償還請求権あるいは受益者
の債務者に対する債権の行使を転得者に認めた。
(26)
以上が改正法案における債権者代位権と詐害行為取消権の概要である。
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次に，これら 2 つの制度に関する改正法案の規定について，若干の検討
を行うことにする。
Ⅳ 若干の検討
1 債権者代位権
すでに述べたように，条文数は現行法の 1 か条から 7 か条に増加して
いるが，制度自体については大きな改正は見られない。従来の判例や学説
の見解を条文化したものが多いといえよう。しかし，注目すべき改正とし
て，以下のものをあげることができる。
 債務者の処分権と債務者への訴訟告知
これまでの判例・通説では，債権者代位権が行使された場合には，債務
者による被代位権利の処分が禁止されていた。しかし，改正法案423条の
5は，この従来の判例・通説の見解を採用しなかった。債権者代位権が行
使されても差押えのような処分禁止の効果 (民執145条参照) が生じるわ
けではないので，債務者の処分権は影響を受けないとして，債務者の被代
位権利の処分と相手方の債務者への履行を認めた。そして，改正法案423
条の 6 において，債権者代位訴訟を提起した債権者に債務者への訴訟告
知が義務づけられた。したがって，この訴訟告知は，債務者に処分禁止の
効果を及ぼすものではなく，債務者に判決の効力を及ぼすために債権者代
位訴訟に関与する機会を保障する意味を持つものになった。
(27)
 債権者代位権の転用
改正法案は，債権者代位権の転用に関しては，登記 (登録) 請求権の代
位行使についてのみ規定を設けた (423条の 7 )。債権者代位権の転用に
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(26) 潮見・前注(２)8384頁。
(27) 片山直也「債権者代位権・詐害行為取消権」法時2014年11月号66頁。
関する一般的な規定を設けるべきかどうかについては，法制審議会民法
(債権関係) 部会第82回会議において，事務局から次のような説明がなさ
れている。すなわち,「民法 (債権関係) の改正に関する中間試案」(以下
では「中間試案」という) では，債権者代位権の転用の一般的な要件とし
て，必要性，相当性，補充性の 3 要件を定めることにしていたが，必要
性と相当性については，その範囲が不明確であり，過度に広範な適用を招
きかねないという指摘があり，補充性については，一方では代位行使を限
定する観点から補充性の要件を設けるべきとする指摘があり，他方では代
位行使を過度に限定するのは相当でないという観点から補充性の要件を設
けるべきでないとする指摘があり，これらの状況を踏まえて，債権者代位
権の転用の一般的な要件に関する明文の規定を設けないで，債権者代位権
の一般的な規定の解釈や類推適用に委ねることにしたというものである。
(28)
また，登記 (登録) 請求権についてのみ代位行使の規定が設けられたのは，
登記請求権の代位行使が債権者代位権の転用の最も典型的な例と考えられ
たからである。
(29)
しかし，登記請求権の代位行使が果たして債権者代位権の転用の典型事
例といえるかどうか不明であり，このほかの代表的な事例として，不動産
賃借人による賃貸人の妨害排除請求権の代位行使が古くから判例・学説に
よって認められており，これについても規定を設けても良かったのではな
いか。あるいは，このような個別的な規定を設けることが立法的に好まし
くないのであれば，債権者代位権の転用に関する一般的な規定を設けるべ
きではなかろうか。
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(28) 「法制審議会民法 (債権関係) 部会第82回議事録」3839頁。
(29) 前注(28)「第82回議事録」52頁［松岡発言]。
2 詐害行為取消権
改正法案では，条文数は現行法の 3 か条から14か条へと大幅に増加し
ており，そこには，従来の学説や判例の見解を採り入れた改正だけでなく，
全く新しい規定による改正がなされている。しかし，これらの改正点すべ
てについて検討を加えることはできないので，次のことについてのみ検討
するにとどめたい。
 改正法案における詐害行為取消権の性質
 詐害行為取消権の性質に関する主な見解
まず，改正法案における詐害行為取消権の性質についてであるが，詐害
行為取消権の性質に関する見解として，これまで主として次のようなもの
が主張されていた。
(30)
第 1 は，形成権説と呼ばれる見解である。これは，詐欺や強迫など理
由とする取消しと同様に，詐害行為取消権を，債権者の一方的意思表示に
よって詐害行為を取り消して，その効力を遡及的に無効なものにする形成
権であると解する見解である。第 2 は，請求権説と呼ばれる見解である。
これは，詐害行為取消権を詐害行為によって責任財産から逸出した財産の
返還を請求する債権的権利 (逸出財産の返還請求権) であると解する見解
である。この見解は，詐害行為取消権の目的は，責任財産から不当に逸出
した財産を取り戻すことにあるとするものである。第 3 は，折衷説と呼
ばれる見解である。これは，詐害行為取消権を，詐害行為を取り消し，か
つ，取消しを根拠として逸出した財産の返還を請求する権利と解する見解
である。第 1 の形成権説と第 2 の請求権説の 2 つを折衷したものである。
この見解は，明治44年の大審院連合部判決 (大連判明44・3・24民録17輯
117頁) で示されたものであり，多数の学説の支持を受けて現在の通説に
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304(304) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(30) 松井・前注(１)109112頁。
なっている。最後に，第 4 の見解として，責任説と呼ばれるものがある。
これは，詐害行為取消権を，債務者の責任財産から逸出した財産に対する
強制執行を可能にする準備手段であり，責任的無効という効果を生じる形
成権であると解する見解である。責任的無効とは，財産が詐害行為による
逸出によって債務者の責任財産でなくなるという効果のみが無効となるこ
とをいい，この責任的無効によって，当該財産は，受益者または転得者に
帰属したままで債務者の責任財産を構成し，債権者の強制執行に服するこ
とになる。
 改正法案における詐害行為取消権の性質
それでは，改正法案における詐害行為取消権の性質は，どのようなもの
として理解することができるであろうか。その手掛かりとして，改正法案
の詐害行為取消権の内容をみてみると，まず，受益者に対する詐害行為取
消権の行使では，詐害行為の取消しと受益者に移転した財産の返還請求
(価額の償還請求) が内容となっている (424条の 6 第 1 項)。次に，転得
者に対する詐害行為取消権の行使では，詐害行為の取消しと転得者が転得
した財産の返還請求 (価額の償還請求) が内容となっている (同条 2 項)。
したがって，改正法案の詐害行為取消権の内容は，受益者に対する場合で
あろうと転得者に対する場合であろうと，いずれも詐害行為の取消しと詐
害行為の目的物の返還請求 (価額の償還請求) であり，これは従来の折衷
説が主張する詐害行為取消権の内容と一致しており，改正法案は通説であ
る折衷説を採用していると解することができる。
(31)
 従来の折衷説と法案の違い
しかし，従来の折衷説と改正法案の定める詐害行為取消権の間には，次
のような大きな違いが見られる。
論
説
法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 305(305)
(31) 片山・前注(27)法時2014年11月号67頁。
従来の折衷説では，詐害行為取消訴訟の被告は受益者または転得者であ
り，債務者は被告にならず，そのため，取消しの効果として，詐害行為は
債権者と被告となった受益者または転得者との間でのみ無効となり，訴訟
に関与しなかった債務者，受益者または転得者との関係では依然として有
効とされた (取消しの相対的無効)。改正法案では，詐害行為取消訴訟の
被告は受益者または転得者であり (424条の 7 第 1 項)，債務者は被告に
ならないが，詐害行為取消請求を認容する確定判決の効力が債務者に及ぶ
とされた (425条)。そして，これとの関係で，訴えを提起した債権者の
債務者への訴訟告知義務が規定された (424条の 7第 2項)。
このように確定判決の効力が債務者に及ぶとされた理由は，取消しの相
対的無効により詐害行為の無効という効果が債務者に及ばないとすると，
詐害行為の目的物が債務者に返還されること (目的物が不動産であれば債
務者名義の登記が回復されること) の理論的説明がつかないという，従来
から指摘されていた折衷説の理論的な問題点を克服することにあったと考
えられる。しかし，被告とならなかった受益者や転得者との関係では詐害
行為は無効にならないので，取消しの相対的無効という考え方は部分的に
維持されているといえよう。
 詐害行為取消権行使の具体例
 詐害行為取消権の行使と受益者・転得者の善意・悪意の関係
取消債権者は，詐害行為取消訴訟において受益者または転得者を被告と
することになるが (424条の 7 第 1 項)，受益者に対する詐害行為取消権
の要件は，改正法案424条 1 項によれば，債務者の行為の詐害性，債務者
の詐害意思および受益者の悪意の 3 つである。また，転得者に対する詐
害行為取消権の要件は，改正法案424条の 5 によれば，債務者の行為の詐
害性，債務者の詐害意思，受益者の悪意および転得者の悪意の 4 つであ
る。
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したがって，詐害行為取消権の行使と受益者・転得者の善意・悪意の関
係については，次の 3 つの場合に分けることができる。第 1 に，受益者
と転得者が共に悪意の場合には，債権者は，受益者と転得者のいずれかを
被告として詐害行為取消訴訟をすることができる。そして，詐害行為の取
消請求のほかに，受益者を相手にするときは価額償還の請求を，転得者を
相手にするときは目的物の返還請求をすることができる。第 2 に，受益
者が悪意で転得者が善意の場合には，債権者は，転得者を被告にすること
ができず，受益者を被告として詐害行為の取消しと価額償還を請求するし
かない。第 3 に，受益者が善意で転得者が悪意の場合には，債権者は，
もはや受益者と転得者のいずれに対しても，詐害行為取消訴訟を行うこと
ができない。この第 3 の場合については，すでに述べたように，現行法
の下では，悪意の転得者を相手に詐害行為取消訴訟ができるとする見解と
いずれに対してもできないとする見解の対立があったが，改正法案は後者
の見解を採用した。
 行使の相手方と請求の内容
上記の【設例】を用いて，改正法案では, 債権者Ｇは，具体的に誰を被
告として，どのような請求をすることになるのかについて述べれば，以下
のようになる。
(32)
 債務者Ｓが悪意の受益者Ｄに売却しただけで，まだ転得者Ｅに転売
論
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【設例】 Ｇは，債務者Ｓに対して800万円の貸金債権を有
している。ところが，Ｓは，評価額1000万円の名画甲を500
万円でＤに売り，Ｄは，甲をさらにＥに800万円で転売し，
Ｓ→Ｄ→Ｅへと甲の引渡しがなされたので，ＧはＳＤ間の甲
の売買について詐害行為取消権を行使したい。誰を被告にし
てどのような請求をすればよいか。
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されていない場合
この場合，債権者ＧはＤを被告としてＳＤ間の売買の取消しとＳまたは
Ｇへの甲の返還を請求することになる (424条の 6 第 1 項前段・424条の
9第 1 項)。Ｇの詐害行為の取消しによって，ＳＤ間の売買はＧに対する
関係だけでなく，契約当事者のＳＤ間でも効力を失う (425条)。そのた
め，甲をＳまたはＧに返還しなければならないＤは，Ｓに対して反対給付
(代金500万円) の返還を請求することができる (425条の 2 前段)。そし
て，ＤのＳまたはＧへの甲の返還が先履行になる。
Ｇの詐害行為取消しによってＳＤ間の売買は効力を失うので，上記のＤ
の甲の返還義務は，Ｄの不当利得の返還義務であり，ＤのＳに対する反対
給付請求権は，Ｓの不当利得の返還請求権であると解されよう。
 甲が受益者Ｄから転得者Ｅに転売された場合
第 1 に，ＤＥがともに悪意のときは，ＧはＤＥのいずれか一方を被告
として詐害行為取消権を行使することができる。そして，①ＧがＤを被告
としたときは，ＳＤ間の売買を取り消し，甲に代わる価額の償還をＤに請
求することになる (424条の 6 第 1 項後段)。この場合，Ｇは自己への金
銭の支払いを請求することができる (424条の 9 第 2 項)。そして，Ｄは，
Ｓに対して反対給付 (代金500万円) の返還を請求することができる (425
条の 2前段)。
(33)
次に，②ＧがＥを被告としたときは，ＳＤ間の売買を取り消し，甲の返
還をＥに請求することになる。ＳＤ間の売買の取消しによってＤは有効に
甲を取得していないことになり，Ｅも転買によってＤから甲を取得したこ
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(32) 松井・前注(１)123125頁。
(33) この場合に，Ｄの価額の償還債務と反対給付の返還請求権の相殺が可
能かどうかが問題となろう。これについては，現在のところ筆者自身の考
えもまとまっていないので，問題提起に留めておきたい。
とにならないので，Ｅは甲を返還する義務を負う。この場合，Ｇは自己へ
の甲の引渡しを請求することができる (424条の 9 第 1 項)。そして，Ｅ
は，Ｄに対する反対給付 (代金800万円) の限度で，ＤのＳに対する反対
給付 (代金500万円) の返還請求権を行使することができる (425条の 4
第 1 号) ので，Ｓに対して500万円の引渡しを請求できる (不当利得の返
還請求権)。
第 2 に，Ｄが悪意でＥが善意のときは，ＧはＤを被告とするほかない
ので，上述第 1の①の場合と同じになる。
第 3 に，Ｄが善意でＥが悪意のときは，ＧはＤとＥのいずれに対して
も詐害行為取消権を行使できない (424条の 5参照)。
(2016年 1 月18日脱稿)
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